
◎裁判官の報酬等に関する法律の一部を改正する法律 
（平成一五年一○月一六日法律第一四三号）   

一、提案理由（平成一五年一○月一日・衆議院法務委員会） 

○野沢国務大臣 裁判官の報酬等に関する法律の一部を改正する法律案及び検察官の俸

給等に関する法律の一部を改正する法律案について、その趣旨を便宜一括して御説明い

たします。 

 政府においては、人事院勧告の趣旨等にかんがみ、一般の政府職員の給与を改定する

必要を認め、今国会に一般職の職員の給与に関する法律の一部を改正する法律案及び特

別職の職員の給与に関する法律の一部を改正する法律案を提出いたしておりますが、裁

判官及び検察官につきましても、一般の政府職員の例に準じて、その給与を改定する措

置を講ずるため、この両法律案を提出した次第でありまして、改正の内容は、次のとお

りであります。 

 第一に、最高裁判所長官、最高裁判所判事及び高等裁判所長官の報酬並びに検事総長、

次長検事及び検事長の俸給は、従来、特別職の職員の給与に関する法律の適用を受ける

内閣総理大臣その他の特別職の職員の俸給に準じて定められておりますところ、今回、

内閣総理大臣その他の特別職の職員について、その俸給を減額することとしております

ので、おおむねこれに準じて、これらの報酬または俸給を減額することといたしており

ます。 

 第二に、判事、判事補及び簡易裁判所判事の報酬並びに検事及び副検事の俸給につき

ましては、おおむねその額においてこれに対応する一般職の職員の給与に関する法律の

適用を受ける職員の俸給の減額に準じて、いずれもこれを減額することといたしており

ます。 

 これらの給与の改定は、一般の政府職員の場合と同様に、公布の日の属する月の翌月

の初日、ただし公布の日が月の初日であるときは、その日から施行することといたして

おります。 

 以上が、裁判官の報酬等に関する法律の一部を改正する法律案及び検察官の俸給等に

関する法律の一部を改正する法律案の趣旨であります。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願いいたします。 

二、衆議院法務委員長報告（平成一五年一○月三日） 

○増田敏男君 ただいま議題となりました両法律案について、法務委員会における審査

の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 両案は、人事院勧告に基づく一般の政府職員の給与改定に伴い、裁判官及び検察官に

ついても、一般の政府職員の例に準じて、その給与を改定するもので、最高裁判所長官、

最高裁判所判事及び高等裁判所長官の報酬並びに検事総長、次長検事及び検事長の俸給

については、これに対応する内閣総理大臣その他の特別職の職員の俸給に減額に準じ、

その他の裁判官の報酬並びに検察官の俸給については、これに対応する一般職の職員の



俸給の減額に準じて、それぞれこれを減額することとしております。 

 両案は、去る九月二十九日本委員会に付託され、十月一日野沢法務大臣から提案理由

の説明を聴取し、本日質疑を行い、これを終局し、討論、採決を行った結果、両案はい

ずれも賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

三、参議院法務委員長報告（平成一五年一○月一○日） 

○山本保君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、法務委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 両法律案は、一般の政府職員の給与改定に伴い、この例に準じて裁判官の報酬及び検

察官の俸給の引下げを行おうとするものであります。 

 委員会におきましては、両法律案を一括して審査を行い、裁判官の報酬の減額を禁じ

た憲法との関係、報酬等の減額による裁判官、検察官の人材確保への影響、刑事裁判に

おける裁判員制度導入についての検討状況等についての質疑が行われましたが、その詳

細は会議録により御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党の井上理事から両法律案に反対

する旨の意見が述べられました。 

 討論を終わり、順次採決の結果、両法律案はいずれも多数をもって原案どおり可決す

べきものと決定いたしました。 

 以上、御報告申し上げます。 


